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東南アジア諸国の都市では洪水が頻繁に発生し，その影響は年々深刻さを増している．これらの都市は

低平地に位置しており，一度洪水が発生すると広範囲かつ長期間にわたって浸水が生じるため，都市生活

に甚大な被害をもたらす．このような状況に適応し，最小限のモビリティを確保するためには，交通状態

と交通行動の変化や特性を十分に把握し，その影響を反映して交通需要を推計する必要がある．しかし，

洪水発生時の交通状態や行動パターンの変化は十分に明らかにされていない．そこで，本稿では，タイ・

ウボンラチャタニ市を対象に洪水発生時の交通行動の変化を住民のアクティビティ別に把握するとともに，

その結果にアクティビティベースモデルを適用して交通需要を推計し，洪水発生時の交通状態を推定した．  
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1. はじめに 
 
 近年 1,2)，東南アジア諸国の都市では頻繁に洪水が発生

し，人的および物的な被害が年々深刻さを増している．

これらの洪水発生の原因は様々あり，内水氾濫（豪雨が

排水システム能力を超えた際に発生），外水氾濫（河川

の氾濫によって発生），高潮および海面上昇等が挙げら

れる．特に，これらの都市は，低平地に位置しており，

都市内での高低差が小さいため，洪水が発生した際には，

広範囲かつ長期間にわたって浸水状況が継続することで，

都市生活に甚大な被害をもたらす．これに対して，以前

は，氾濫域を避けた居住地の選択や高床式住居の生活を

営むことで，洪水の発生に適応していた．しかし，無秩

序な都市域の急拡大によって溢水を逃がす役割を担って

いた土地についても開発が進んでしまったため，洪水発

生の被害が深刻化している． 
 一方で，今後 3,4)，気候変動の影響によって以前にも増

して洪水の発生が増加し，その影響は拡大する可能性が

高いことが示唆されている．そのため，従来の治水対策

ではこれらの洪水発生による被害を完全に防ぐことはで

きず，都市生活に影響が及ぶことは避けられない． 
 このような状況に対して適切な適応策を講じ，被害の

軽減に向けて社会システムや人々の活動の調整をするこ

とが求められている．特に，交通分野においては，持続
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可能かつレジリエントな交通システムを実現することで，

洪水発生時においても最小限のモビリティを確保するこ

とが求められている．効果的かつ効率的に適応するため

には，第一に洪水発生時の交通状況とそれに対応した

人々の交通行動の変化や行動の特性を詳細に把握する必

要がある．また，これらの交通行動特性を把握した結果

を洪水発生時の交通需要の推計時に反映することでより

現実的な実態の分析および適応策の評価を進めていくこ

とが求められている．しかし，これまで，洪水発生時の

住民の交通行動の変化とそれに伴う交通状況の変化につ

いては，十分に明らかにされていない．特に，長期間に

渡って浸水するような場合は，住民によって行動変化が

大きく異なると考えられ，日常のアクティビティ別の行

動変化を把握しておくことが重要となる．  
 そこで，本稿では，雨季に洪水が頻繁に発生するタイ

の東北部のウボンラチャタニ市を対象に，洪水発生時の

交通行動の変化を住民のアクティビティ別に把握すると

ともに，その結果にアクティビティベースモデルを適用

して交通需要を推計し，洪水発生時の交通状態を推定す

る．また，定常時と洪水発生時の交通状態を比較するこ

とで，洪水の発生が交通状態に与える影響を分析する．

最後に，今後の洪水発生時の交通状態の分析に関する課

題や問題点について整理する．  
 本稿の構成は以下の通りである．2 では，これまでの

洪水発生時の交通行動や交通状態に与える影響を分析し

た研究および交通分野における適応策の評価に関する研

究について整理する．3 では，定常時と異なる洪水発生

時の交通需要をアクティティビティベースモデルで推計

する方法を概説する．また，対象としたタイ・ウボンラ

チャタニ市での洪水被害と適応について述べる．そして，

洪水発生時の交通行動を把握するために実施したアンケ

ート調査の概要について示す．4 では，洪水発生時の交

通行動把握に向けて実施したアンケート調査の結果を示

す．そして，アクティビティに基づく手法とトリップに

基づく手法の交通状態の推定結果の比較する．最後に，

5 にて得られた知見をまとめ，今後の洪水発生時の交通

状態の推定に関わる課題について述べる． 
 
 
2. 洪水発生時の交通状態に関する研究 
 
 これまで災害に強いレジリエントな交通システムや交

通ネットワークの実現に向けて，洪水発生による交通行

動や交通状態の変化に着目した研究，グラフ理論に基づ

いたネットワークの脆弱性分析に関する研究，適応策の

導入効果の推計等の研究として，国内外問わず様々な手

法の開発や分析が進められてきた．洪水発生時の交通行

動の変化は，アンケート調査の結果から得られた定常時

および洪水発生時の交通行動を比較し，分析することで

明らかにされている．例えば，Hannanら 5)は，2011年に

発生した台風発生に伴う豪雨が交通状態に与える影響に

ついて尾張東部地区を対象にアンケート調査およびプロ

ーブデータに基づいて分析している．また，Abadら 6)は，

フィリピン・メトロマニラにおける通勤者の利用交通機

関および出発時刻の変化をアンケート調査から把握し，

そのデータに基づいてカイニ乗検定の適用および交通機

関選択モデルを構築し，洪水発生に伴う交通行動への影

響を明らかにしている．この他にも Cools ら 7)，Zanni ら
8)も同様にアンケート調査の結果から洪水や豪雨発生時

の交通行動の変化を分析している．これらの研究では，

主に，通勤や通学を目的とした移動に焦点が当てられて

分析されている． 
 また，近年では，モバイルデータやプローブデータ等

のビックデータを活用して道路交通の状態変化を効率的

に把握されている．例えば，川崎ら 9)は，平成30年西日

本豪雨発生時における商用車のプローブデータに用いて，

迂回の検出および迂回発生の原因について分析している．

また，Takanoらは 10)，2018年のタイ・バンコクのプロー

ブデータを用いて，洪水発生時の速度低下と降水量の関

係性を推定した．この他にもWangら 11)やLiら 12)もプロ

ーブデータを用いて，洪水発生時の交通行動への影響を

分析している．さらに，これらの研究に関連して，

Pregnolatoら13，Hillyら14)は，洪水発生による速度低下と

浸水深および降水量等の関係性を定式化した関数を推定

した． 
 一方で，レジリエントな交通ネットワークの実現に向

けてアクセシビリティ，サービスアビリティ等の観点か

ら交通ネットワーク上の脆弱な地点の分析や災害発生時

の都市全体のアクセシビリティやモビリティへの影響に

ついて分析されている．例えば，山下ら 15)は，2011年に

発生した大洪水による道路交通ネットワークへの浸水や

寸断の影響についてタイ・バンコクを対象として道路利

便性の低下を分析している．結果として，洪水発生によ

って都市全体で移動円滑性が著しく低下していることが

明らかにされた．また，Luatthep ら 16)は，タイ・ハジャ

イ市を対象として避難所までのアクセシビリティについ

て，アンケートデータから収集した実際の洪水発生時の

住民の行動を反映した上で交通量配分の結果から把握し

ている．これらの他に Chenら 17)，Evansら 18)等の研究で

道路ネットワークの脆弱性について分析されている． 
 これに加えて，洪水発生の交通分野における適応策に

関する議論も進められている．Stamosら 19)は，交通分野

におけるソフトおよびハード面からみた適応策を列挙し，

短期・中期・長期の交通分野における適応策を組み合わ

せたロードマップを作成している．また，Vajjarapu ら 20)

は，インド・バンガロール首都圏を対象として洪水発生
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が交通状態に与える影響の軽減に向けて，交通分野にお

ける適応策を組み合わせた複数のシナリオを設定し，四

段階推定法を用いて総走行距離，総走行時間およびトリ

ップの減少率等に基づいて評価している． 
 さらに，近年では，個人の活動と交通行動の関係を定

式化し，交通需要を推計するアクティビティベースモデ

ルを用いた分析も進められている．例えば，Pyatkova
ら 21)は，洪水発生時の自動車交通への浸水の影響を

自由流速度の低下として表現した上で，アクティビ

ティベースモデルを適用して，交通行動パターンや

旅行時間の変化を分析している．また，Yu ら 22)は，

アメリカ・フロリダ州マイアミ・デイド群を対象と

して，アクティビティベースモデルを用いて2045年
の将来時点の交通需要を推計した上で，台風発生に

よる洪水に対する適応策を評価している．結果とし

て，洪水の規模によって総走行時間に与える影響は

異なり，とりわけアクティビティ別に大きく変化が

異なることが示された．また，Coolsら 23)や Saddiら
24)も同様に洪水発生が自動車交通に与える影響を自

由流速度や交通容量の変化を通じて表現し，洪水発

生の影響について人的被害量や総走行時間および総

走行距離等に基づいて分析している． 
 しかしながら，既存研究の多くはトリップに着目

し，洪水の発生が交通状態に与える影響を分析して

いるため，個人や世帯間の関係性による行動パター

ンの変化についての分析は不十分である．一方で，

洪水発生時の交通状態をアクティビティベースモデ

ルの推計結果に基づいて分析している研究は，本稿

で対象とするような長期間浸水した状態が継続する

ような都市での分析は十分でない．また，著者ら 25)

は，洪水発生時の交通ネットワークのサービスレベ

ルの低下を表現した上で，都市活動の変化について

分析しているが，交通行動のパターンの変化や行動

変容について分析に主眼が置かれていないため，交

通状態への分析は不十分である． 
 
 
3. アクティビティベースモデルを用いた交通 

需要の推計方法 

 

 本章では，対象としたタイ・ウボンラチャタニ市にお

ける洪水の発生に伴う被害の発生状況について述べる．

また，洪水発生時における交通行動の変化を把握するた

めに実施したアンケート調査の概要を示す．そして，洪

水発生時の交通需要を推計するために適用したアクティ

ビティベースモデルについて概説する．  
 

 

(1) 対象都市 

 本稿では，タイ東北部の中規模都市であるウボンラチ

ャタニ市を対象として分析した．同都市は，都市中央部

を南北に分断するようにムン川が流れており，雨季は上

流から大量の水が流出してくることで河川周辺の住宅だ

けでなく，道路区間の浸水および寸断が発生する．雨季

に毎年洪水が発生しているが，特に，規模が大きい洪水

が 1938，1950，1978，1998－2002，2019 年に発生した．

2002年に発生した都市洪水 26)では，同市を南北に移動す

る際に通行可能な 4 つの道路区間（1：西側バイパス，

2&3：中央の橋，4：東側バイパス）があるが，これら

を含む河川周辺の多くの道路区間で浸水や寸断が発生し，

都市内のモビリティが著しく低下した．この洪水によっ

て総計で 10 億バーツ（1 バーツ≒3.4 円）の被害が発生

した．そのため，地方自治体は，図-1に示す西側および

東側バイパス（赤色マーカー部分）を50～150 cm嵩上げ

した．また，治水対策としてダムの建設や防水壁が設置

された．これによって，2019年 9月中旬に発生した洪水

が発生した場合でも中央の橋（図-1①）の上の道路区間

は通行不可能となった．しかし，西側バイパス（図-1②）

や東側バイパスは，2002年の洪水発生後に嵩上げされて

いたため，浸水が一部の区間で発生し，定常時よりも速

度は低下したものの多くの区間で通行可能であった(図-
2)．しかし，将来的には洪水の発生に伴う被害が深刻化

していくため，治水対策だけでなく，浸水リスクが高い

エリアからの移転（立地選択）を含めた適応策の検討が

求められている． 
 

 
 

図-1 道路ネットワークと浸水エリア 

 

 

 

図-2 洪水発生時の道路交通の様子 

Western Bypass

Eastern Bypass

No.1 No.4

No.3No.2

かさ上げ実施区間:

西側バイパス

東側バイパス

凡例

ネットワーク分類

一般道路

バイパス（国道231号）

ムン川

浸水エリア

No.1 No.4

No.3
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①
②
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(2) 洪水発生時の交通行動アンケート調査の概要 

 洪水発生時の交通行動の変化を把握するために 26)，著

者らは，ウボンラチャタニ市在住の住民の方々に対して

アンケート調査を実施した．アンケート調査内容の概要

を表-1に示す．アンケート調査は，2019年 9月の洪水発

生後の交通行動の変化を把握するために 2019年 12月～

2020年 1月にかけて実施し，合計 300人の方にご回答を

いただいた．アンケート内では，3 つのトリップ目的

（1：通勤・通学，2：子供の送迎，3：買い物）を想定

した．このうち，アンケート回答者の方々が日常的に行

っている移動の目的についてのみご回答いただいた． 
本アンケート内容は，トリップ頻度，目的地および交

通機関選択，避難行動の有無，経路選択，2019年に経験

した浸水深，個人情報の大きく分けて 7項目を設定した． 
 

表-1 洪水発生時の交通行動アンケート調査概要 

 

 
 
定常時： 

 
 
洪水発生時： 

 
 

図-3 定常時から洪水発生時の交通状態の変化 
 
 

(3) 洪水発生時のアクティビティベースモデルを 
    用いた交通需要推計の必要性 

 本稿では，洪水発生時に目的別トリップに基づく四段

階推定法で表現することが出来ない交通行動パターンの

変化について扱うために，アクティビティベースモデル

を用いて交通需要の推計した．アクティビティベースモ

デルを用いた分析の必要性としては、行動パターンの変

化の割合を世帯別に把握することが出来ること等が挙げ

られる． 
定常時の交通行動については，四段階推定法およびア

クティビティベースモデルの両手法を適用した場合に，

通勤トリップおよび買い物トリップの 1つとして捉える

ことができるため，いずれの手法でも表現することが出

来る．しかし，洪水発生時については，妻がトリップを

取りやめ，夫が帰宅途中にスーパーに立ち寄ってから自

宅に帰る等の交通行動のパターンの変化については，ト

リップに基づく場合には目的別のトリップに基づいて交

通行動の変化を推定することが出来ないが，アクティビ

ティに基づく場合には，行動パターンの変化の割合を把

握することが出来るので，推定可能となる（図-3）． 
 
(4) アクティビティベースモデルを用いた交通需要 

     推計手法の概要 

 これまで，多くの研究で様々な種類のアクティビティ

ベースモデルが新たな交通需要推計手法として構築され

ている．既存研究で構築されてきたアクティビティベー

スモデルは，大きく分けて 3種類に分類することが出来

る．1つ目は，Ben Akivaら 27)，金森ら 28)，Yagiら 29)が用

いている離散選択モデルを適用したランダム効用理論に

基づく，個人の活動パターンを確率的に選択する手法で

ある．活動パターンの要素としては，アクティビティパ

ターン，時間配分，交通機関および目的地等が選択され

る．2つ目は，藤井ら 30)，Saddiら 24)，Yuら 22)の研究で用

いられているプリズム時空間制約等のルールに基づいて

移動および活動を 1つずつ逐次的に選択していく手法で

ある．3 つ目は，上記の 2 つの手法を統合したハイブリ

ット型のモデルの開発が進められている．本稿では，

Scherr ら 31)が開発したハイブリット型モデル MATSimを

改良したMobi.planモデルを用いて分析した． 
 初めに，アクティビティダイアリー調査や PT 調査お

よびセンサスデータから交通需要の推計に必要な合成人

口の生成を行う．本稿では，IPU(Integrative Proportional Up-
dating)法を用いてウボンラチャタニ市の世帯および人口

データを生成した（世帯：68,555 および人口：257,113
人）．次に，アクティビティダイアリー調査や PT 調査

から交通機関選択やパラメータ推定した上で，アクティ

ビティに基づく交通需要分析を実施する（図-4）．具体

的には，主要なツアーの目的地を選択し，ツアー頻度の 

  

世帯タイプA：夫（就業者），妻（専業主婦）

退勤

出勤

勤務地

買い物

帰宅
スーパー

夫；トリップ1：自宅－勤務地，トリップ2：勤務地－自宅
妻；トリップ1：自宅－スーパー，トリップ2：スーパ－自宅

出勤

勤務地

買い物

帰宅
スーパー

夫；自宅－勤務地－スーパー－自宅（勤務，買い物）
妻；自宅内での活動（移動のとりやめ，移動を控える）

自宅

第 64 回土木計画学研究発表会・講演集

 4



 

  

を決定する．その後，主要なアクティビティの目的地お

よび交通機関の選択を行った上で，サブツアーの目的地

および交通機関の選択する．最終的に，アクティビティ

の時間の設定およびアクティビティを始める時間を計算

することで，個人のツアーデータが生成される．そのデ

ータをトリップ毎に分割し，OD 表を作成する．最終的

には，この OD表を用いて配分交通量の計算を実施する．

この配分交通量の結果を自動車および自動二輪車交通の

サービスレベルをツアー生成時の計算に戻し，繰り返し

計算を行い，最終結果としている．なお，本稿では，

100 回繰り返し計算を行ったデータから OD 表の生成お

よび最終的な配分交通量を計算している． 
 本稿では，定常時の交通状態をこのモデルで表現した

上で，洪水発生による浸水の影響を交通ネットワークの

サービスレベルを変更し，表現した．具体的には，アン

ケート調査で得られた個人の浸水深データから，浸水深

の分布を推定した．その後，推定した浸水深に基づいて，

各道路区間の自由速度の低下または寸断を設定すること

で，洪水発生時の交通状態の再現した． 
 
 
4. 洪水発生時の交通需要の推定結果 

 
(1) 洪水発生時の交通行動アンケート調査の結果 
 洪水発生時の交通行動アンケート結果のうち交通機関

選択，目的地＆移動頻度および経路選択行動についてま

とめた結果を以降に示す．初めに，定常時と洪水発生時

の交通機関選択について図-5に示す．それぞれのトリッ

プ目的で定常時と洪水発生時の比較した．結果として，

いずれのトリップ目的においても自動車，ピックアップ

および自動二輪車が定常時および洪水発生時に 85～
100％と大半を占めている．洪水発生時には，道路交通

が浸水や道路区間の寸断によって大きな影響を受ける可

能性があるが，定常時と大きな差がない．これは，多く

の住民が代替交通手段を持っていないことが挙げられる．

そのため，住民は道路交通への浸水の影響を大きく受け

る可能性がある． 
 表-2にそれぞれの目的別の定常時からみた洪水発生時

の移動頻度および目的地選択の変更について示す．結果

として通勤・通学および子供の送迎を目的とした移動は

約 90％の回答者が移動頻度・目的地選択ともに変更さ

れていない．一方で，買い物をトリップ目的は，約

20％の回答者が目的地を変更しており，35％程度がトリ

ップの頻度を減少させている．買い物を目的とした移動

は，洪水発生前にまとめ買いを行うことや定常時よりも

自宅から近い場所で購入できる．しかし，通勤・通学や

子供の送迎の場合には，学校や会社の場所がすでに決ま

っているため，大きな変化が生じなかった可能性がある． 

 

 
図-4 洪水発生時のアクティビティに基づく交通需要予測推定 

 

 
 

図-5 洪水発生時と定常時の交通機関選択 

 
表-2 洪水発生時の移動頻度および目的地選択の変化 

 

 

合成人口の生成

アクティビティに基づく
交通需要の推定

交通量配分

ツアからトリップの生成
（ODマトリックスの作成）

サービスレベル
（キャリブレーション）

・ADS調査
・PT調査

ゾーン指標

センサス
データ

交通ネット
ワーク

パフォーマンス指標
(VKT, VHT, etc.)

キャリブ
レーション

パラメータ推定

インプット計算

・浸水深マップ
・自由流速度

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

定常時

洪水発生時

定常時

洪水発生時

定常時

洪水発生時

通
勤

・
通
学

(n
=
1
5
4
)

子
供

の
学
校
ま
で
の

送
迎

(n
=
7
6
)

買
い
物

(n
=
1
6
0
)

乗用車 ピックアップ 自動二輪車 徒歩 自転車

公共交通 タクシー 軍用トラック その他

移動頻度／目的地選択 変更有 変更無

変化なし 2.5% 89.2%
減少 0.6% 6.4%

とりやめ 0.6% 0.6%

移動頻度／目的地選択 変更有 変更無

変化なし 1.3% 90.8%
減少 0.0% 2.6%

とりやめ 1.3% 3.9%

移動頻度／目的地選択 変更有 変更無

変化なし 1.8% 45.2%
減少 13.1% 27.4%

とりやめ 6.5% 6.0%

通勤・通学(N=157)

子供の送迎(N=76)

買い物 (N=168)

(1a) 
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 最後に，回答者の定常時と洪水発生時の経路選択行動

の代表的な例を図-6および図-7に示す．図-6では，回答

者は定常時においては，都市中央にかかる橋を含む都市

中央の道路区間を利用して移動している．一方で，洪水

発生時には橋やその周辺の道路区区間が浸水および寸断

してしまうため，西側バイパスを迂回路として利用し，

移動している．なお，目的地は浸水域から外れており，

目的地の変更は発生していない．また，図-7も同様に定

常時においては，中央の橋（右側）を利用しているが，

洪水発生時には，通行不可能となってしまうため，東側

バイパスを迂回路として利用されている．アンケート調

査の結果は，(2)四段階推定法を用いた洪水発生時の交

通需要推計および(3)アクティビティベースモデルを用

いた洪水発生時の交通需要推計時に裏付けとして用いた． 
 

 

 

図-6 定常時と洪水発生時の経路選択行動の比較1 

 

 
 

図-7 定常時と洪水発生時の経路選択行動の比較2 

(2) 四段階推定法を用いた洪水発生時の交通需要の 
  推計結果 
 アクティビティベースモデルを用いた洪水発生時の交

通状態の推定する前に，同都市で 2015 年に実施された

PT調査のデータから自動車および自動二輪車のOD表を

作成し 32)，配分交通量を計算した．なお，洪水発生時の

影響を表現するために，アンケート調査の結果から推定

した浸水深と道路区間を重ね合わせて，各道路区間の洪

水発生時の浸水深を把握した．その後，著者らが推定し

た浸水深と速度との関係性を表す関数に基づいて各道路

区間で洪水発生による速度低下を表現した（図-8）．図

中では，5 つの定常時の速度のそれぞれで，浸水深ごと

の速度低下を把握した．浸水深が 0.75m 以下の場合には，

定常時の速度によって速度の低下量が異なるが，それ以

上の浸水深になった場合には，15km/h以下となっている．

各道路区間の浸水深毎に，この関数に基づいて速度を設

定することで，洪水発生時の道路交通への影響を表現し

た．結果として，2019年の洪水発生時の中央の 2つの橋

を含む，河川周辺の道路区間が浸水したことで，東側バ

イパスを迂回路として利用する状態が表現することが出

来ている（図-9）．なお，東側バイパスは，ピーク 1 時

間当たり 6000台程度の車両が配分された． 
 

 
 

図-8 浸水深と速度低下の関係性 
 

 

 

図-9 トリップに基づく配分交通量の結果 

 

寸断地点

バイパス

凡例

判例
発着地

分類

通常
洪水発生時

浸水深

0.00-0.10 寸断地点

バイパス

凡例

0

10

20

30

40

50

60

70

0.000 0.100 0.200 0.300 0.400 0.500 0.600 0.700 0.800

Tr
av

el
 S

pe
ed

 (K
m

/h
)

Inunadtion depth (m)

系列1 系列2 系列3 系列4 系列521-30 (km/h) 31-40 (km/h) 41-50 (km/h) 51-60 (km/h) 61-70 (km/h)

Inundation Depth (m)

第 64 回土木計画学研究発表会・講演集

 6



 

  

(3) アクティビティベースモデルを用いた洪水発生時 
  の交通需要の推計結果 
 (2)の計算時と同様に，洪水発生時の浸水深に基づい

て各道路区間の速度低下の影響を含めることで，道路交

通への浸水の影響を表現した上でネットワークのサービ

スレベルを低下させてアクティビティベースモデルの入

力データとして利用し，計算した結果を図-10 に示す．

なお，アクティビティベースモデルの計算に当たっては，

前述のように配分結果の各道路区間のサービスレベルの

変化を旅行時間として次ステップの交通需要の推計時に

利用して繰り返し計算した．(2)と同様に西側バイパス

および中央の橋とその周辺の道路区間が浸水及び寸断す

ることで，人々は東側バイパスに多くの車両が配分され

ている．具体的には，ピーク 1時間当たり 10,000台程度

の車両が配分された．多くの道路区間で，PT 調査の結

果から作成した四段階推定法の結果と比較して，配分交

通量が増加している．これは，四段階推定法と比較して

アクティビティベースモデルを適用した場合には，捉え

られえなかったトリップについても表現することができ

たためである． 
 
 
5. 結論 

 
 本研究では，タイ・ウボンラチャタニ市を対象に洪水

発生時の交通状態を分析するために，アクティビティ別

に住民の交通行動の変容をアンケート調査から把握した．

また，その結果に基づいてアクティビティベースモデル

を用いて洪水発生時の交通需要を推計した．アンケート

調査の結果から，洪水発生時の交通機関選択は大きく変

化せず，定常時と同様に自動車・ピックアップおよび自

動二輪車が主な交通手段（85～100％の回答者が利用）

となっていることが示された．そして，目的地および移

動頻度については，トリップの目的に応じて大きく変化

することが示唆された．そして，経路選択行動の分析か

ら西側および東側バイパスは洪水発生時の迂回路として

利用されていることが示された．また，このアンケート

調査の結果から得られた浸水深データから各道路区間の

浸水深を推定し，著者らが推定した浸水深と速度低下を

表現する関数を用いて速度の変更及び道路区間の寸断を

させることで洪水発生時の交通状態を表現した．これら

の道路ネットワークデータを用いて四段階推定法とアク

ティビティベースのそれぞれで交通需要を把握した上で，

配分交通量を計算した．結果として，アクティビティベ

ースモデルを適用することで迂回路として配分された東

側バイパスでピーク1時間当たり6,000台，10,000台とい

う結果になった．アクティビティベースモデルを適用す

ることで，四段階推定法の枠組みでは捉えられなかった 

 

 

図-10 アクティビティベースモデルを用いた交通需要推計 
                結果 
 
交通行動を表現することが出来たため，配分交通量が増

加した． 
 
参考文献 

1) Hijioka, Y., E. Lin, J.J. Pereira, R.T. Corlett, X. Cui, G.E. 
Insarov, R.D. Lasco, E. Lindgren, and A. Surjan, 2014: 
Asia. In: Climate Change 2014: Impacts, Adaptation, and 
Vulnerability. Part B: Regional Aspects. Contribution of 
Working Group II to the Fifth Assessment Report of the 
Intergovernmental Panel on Climate Change. Cambridge 
University Press, Cambridge, United Kingdom and New 
York, NY, USA, pp. 1327-1370, 2014. 

2) Kimuli, B. J., Di, B., Zhang, R., Wu, S., Li, J. and Yin, W.; 
A Multisource Trend Analysis of Floods in Asia-Pacific 
1990-2018: Implications for Climate Change in Sustaina-
ble Development Goals. International Journal of Disaster 
Risk Reduction, 59 (2021) 102237. 

3) 田平由希子，川崎昭如：東南アジアの洪水常襲地帯

における住民の災害対応と支援の関係タイとミャン

マーの比較分析から，水文・水資源学会会誌，

Vol.30，No.1，pp.18-31，2017． 
4) 日本学術会議土木工学・建築学委員会気候変動と国

土分科会：低平地等の水災害激甚化に対応した適応

策推進上の重要課題，32pp，2020． 
5) Hannan, M., Khan, M., Fujita, M. and Jindawat, W. W.: 

Analysis on Car Commuters’ Behavior during a Massive 
Downpour Based on Probe Data and Questionnaire Survey, 
Journal of Japan Society of Civil Engineers, Ser. F3 (Civil 
Engineering Informatics), Vol. 72, No. 2, I_1-I_13, 2016. 

6) Abad, P. R. and Fillone, A.: Changes in Travel Behavior 
during Flood Events in Relation to Transport Modes: The 
Case of Metro Manila, Philippines, Transportation Re-
search Procedia, Vol.48, pp. 1592-1604, 2020. 

7) Cool, M. M. E., Creemers, L., and Wets, G.: Changes in 
Travel Behavior in Response to Weather Conditions Do 
Type of Weather and Trip Purpose Matter, Transportation 
Research Record: Journal of Transportation Research 
Board, No.2157, pp. 22-28, 2010. 

8) Zanni, M. A., and Ryley, J. T. The Impact of Extreme 
Weather Conditions on Long Distance Travel Behaviour, 
Transportation Research Part A Policy and Practice, 66, pp. 

浸水エリア:

浸水エリア:

第 64 回土木計画学研究発表会・講演集

 7



 

  

305-319, 2015.  
9) 川崎洋輔，梅田祥吾，桑原雅夫：機械学習による西

日本豪雨時の商用車の迂回の検出および迂回原因の

分析，土木学会論文集 B1（水工学），Vol.75，No.1，
pp.143-154，2019． 

10) Takano, T., Morita, H., Nakamura, S., Miyazaki, H., Pat-
tara-atikom W. and Poamsa-nga, N., Impact of Rainfall on 
Urban Traffic Flow based on Probe Vehicle Data in Bang-
kok, Journal of Intelligent Information and Smart Technol-
ogy, Vol.4. pp.72-76, 2020. 

11) Wang,  L., Yamamoto, T., Miwa, T. and Morikawa, T.: An 
Analysis of Effects of Rainfall on Travel Speed at Signal-
ized Surface Road Network Based on Probe Vehicle Data, 
In Proceedings of the Conference on Traffic and Transpor-
tation Studies, ICTTS, Xian, China, 2-4 August, pp. 615-
624. 

12) Li, Q., Luo, H. and Luan, X.: Multistage Impacts of the 
Heavy Rain Process on the Travel Speeds of Urban Roads, 
International Journal of Geo-Information, Volume 10, Is-
sue 8, 1-15. 

13) Pregnolato, M., Ford, A., Wilkinson, M. S. and Dawson, J. 
R.: The Impact of Flooding on Road Transport: A Depth-
disruption Function, Transportation Research Part D, 55, 
67-81, 2017. 

14) Hilly, G., Vojinovic, Z., Weesakul, S., Sanchez, A., Hoang, 
N. D., Djordjevic, S., Chen, S. A., Evans, B.: Methodolog-
ical Framework for Analyzing Cascading Effects from 
Flood Events: The Case of Sukhumvit Area, Bangkok, 
Thailand. Water, 10, 1–26, 2018.  

15) 山下優輔，中村晋一郎，杉本賢二，林良嗣：2011 年

タイ洪水における道路利便性の推計と対策評価手法

の検討，土木学会論文集 B1（水工学），第.73，4 号，

I_301-I_306，2017． 
16) Luathep, P ., Sittha, J.: Evaluation of Accessibility to Evac-

uation Centers in Asian Developing City, Advanced Mate-
rial Research, Vol. 931,  

17) Chen, X., Lu, Q., Peng, Z. Ash, J. E.: Analysis of Trans-
portation Network Vulnerability under Flooding Disasters, 
Journal of the Transportation Research Record, 2532, 37-
44, 2015. 

18) Evans, B., Chen, S. A., Djojevi,ć, S., Webber, J., Gomez, 
G. A. and Stevens, J.: Investigating the Effects of Pluvial 
Flooding and Climate Change on Traffic Flows in Barce-
lona and Bristol, Sustainability, pp.1-18, 2020. 

19) Stamos, I., Mitsakis, E. and Grau, S. M. J: Roadmaps for 
Adaptation Measures of Transportation to Climate Change, 
Transportation Research Record Journal of the Transporta-
tion Research Board, 2532(1), 1-12, 2015. 

20) Vajjarapu, H., Verma, A. and Allirani, H.: Evaluating Cli-
mate Change Adaptation Policies for Urban Transportation 
in India, International Journal of Disaster Risk Reduction, 
47, 2020, 101528. 

21) Pyatkova, K., Chen, S. A., Butler, D., Vojinović, Z. 

Djordjević, S.: Assessing the Knock-on Effects of Flood-
ing on Road Transportation, Journal of Environmental 
Management, 244, 48-60, 2019. 

22) Yu, H., Changjie, C., Zhong-Ren, P. and Pllab, M.: Evalu-
ating Impacts of Coastal Flooding on the Transportation 
System Using an Activity-Based Travel Demand Model: a 
Case Study in Miami-Dade Country, FL. Transportation, 
2021. 

23) Cools, M., and Creemers, L.: The Dual Role of Weather 
Forecasts on Changes in Activity-travel Behavior, Journal 
of Transport Geography, Vol. 28, pp. 167-175, 2013. 

24) Saddi, I., Mustafa, A., Teller, J., and Cools, M.: Investigat-
ing the Impact of River Floods on Travel Demand based 
on an Agent-based Modeling Approach: The Case of Liége, 
Belgium, Transport Policy, 67, pp.1-17, 2017. 

25) Kikuchi, H., Tsumita, N., Jaensirisak, S. and Fukuda, A.: 
Impacts of Transport and Land-use Adaptation Policies on 
Flood Risk in Middle-sized City Analyzed by System Dy-
namics Model: A Case Study of Ubon Ratchathani, Thai-
land, Journal of the Eastern Asia Society for Transportation 
Studies, Vol.13, pp.2487-2505, 2019. 

26) Tsumita, N., Jaensirisak, S., Kikuchi, H. and Fukuda, A.: 
Analysis of Travel Behaviors during Floods in Ubon 
Ratchathani City, Thailand, IOP Conference Series Earth 
and Environmental Science, 832(1): 012034, 2021. 

27) Ben-Akiva, E. M. and Bowman, L. J.: Activity Based 
Travel Demand Model Systems, Equilibrium and Ad-
vanced Transportation Modelling, pp27-46, 1998. 

28) 金森亮，森川高行，山本俊行，三輪富生：総合交通

戦略の策定に向けた統合型交通需要予測モデルの開

発，土木学会論文集 D，Vol.65，No.4，503-518，
2009． 

29) Yagi, S. and Mohammadian, K. A.: An Activity-Based Mi-
crosimulation Model of Travel Demand in the Jakarta Met-
ropolitan Area, Journal of Choice Modeling, 3(1), pp.32-
57, 2010. 

30) 藤井聡，大塚祐一郎，北村隆一，門間俊幸：時看的

空間的制約を考慮した生活行動軌跡を再現するため

の行動シミュレーションの構築，土木計画学研究・

論文集，No.14，pp.643-652，1997． 
31) Scherr, W., Joshi, C., Manser, P., Frischknecht, N. and 

Metrailler, D.: Mobi.plans:  A Microscopic, Activity-
Based Travel Demand Model of Swizerland, 19th Swiss 
Transport Research Conference, 1-22, 2019. 

32) The Office of Transport and Traffic Policy and Planning.: 
The Study of the Master Plan Development of the Public 
Transportation Systems in Cites, Regions of the Country, 
Thailand, 37 pp. 

 
(????. ??.?? 受付) 

 

 

第 64 回土木計画学研究発表会・講演集

 8


